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平成27年度 高校生の留学促進事業 

・グローバル人材育成の基盤形成事業 

（うち「グローバル語り部」の派遣及び留学フェア等の開催） 

公募要領 

 

                         平成27年１月14日 

 

１．事業の背景・目的 

グローバル化が加速する社会の中にあっては、豊かな語学力・コミュニケーシ

ョン能力、主体性・積極性、異文化理解の精神を身に付けた国際的に活躍できる

グローバル人材を我が国で継続的に育てていくことが必要である。 

本事業は、初等中等教育段階から、異文化体験や同世代の外国人との相互コミ

ュニケーション、学校教育における国際交流等を通じて、多様な価値観に触れる

機会を確保することにより、子供たちに国際的な視野を持たせるとともに、自ら

が主体的に行動できるようなグローバル人材を形成する取組を推進することを目

的としている。 

 

２．事業名及び事業の実施主体 

  事業名及び事業の実施主体（補助事業者）は、以下のとおりとする。 

なお、事業の業務の全てを直接執行することが困難な場合、その全部又は一部

を第三者に委託することができる。ただし、第三者に委託する場合にあっても、

その業務遂行に係る責は補助事業者に帰すものとする。 

事 業 名 
事業の実施主体 

（補助事業者） 

（１）高校生の留学促進事業 ・長期派遣 都道府県 

・短期派遣 

（２）グローバル人材育成の

基盤形成事業 

・「グローバル語り部」
の派遣 

・留学フェア等の開催 

都道府県 

・異文化理解ステップア

ップ事業※ 

民間団体 

※ 別の公募要領にて対応 

 

３．事業の内容 

（１）高校生の留学促進事業（長期派遣） 

 本事業は、地方公共団体が行う以下の事業に対して、生徒一人当たりの留学

費用につき 30 万円を上限として留学支援金を補助する事業である。 

（ⅰ） 地方公共団体が主催する、原則１年間、外国の正規の後期中等教育機関

に生徒を派遣する事業 

（ⅱ） 原則１年間、外国の正規の後期中等教育機関に、個人単独で、若しくは、

学校又は高校生の留学・交流を扱う民間団体（以下、「民間団体」という。）

が主催する海外派遣プログラムを通じて留学する生徒を対象に留学費用の

一部又は全部を給付する事業 
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＜事業の補助対象となる生徒の範囲等＞ 

本事業の補助対象となる生徒の範囲、留学の時期、選考基準等の条件は以下の通

りである。 

 

 ①生徒の範囲 

以下の全ての条件を満たしていること。 

（ⅰ）都道府県における選考時に、国公私立の高等学校、中等教育学校（３～

６年次（※））、特別支援学校高等部、高等専門学校（１～３年次）、専

修学校高等課程（以下「高等学校等」という。）に在籍していること 

（ⅱ）留学期間中、域内に所在地を有する高等学校等において、当該学校に在

籍していること 

（※）選考時に中等教育学校の第３学年に在籍している生徒を対象とする場

合は、以下の条件を満たしていること。 

・留学期間中に当該学校の後期課程に在籍見込みであること 

・当該学校長によって４年次の留学が許可されていること（見込みも含

む） 

 

 ②留学の時期 

平成27年度から28年度までに我が国を出国する生徒を対象に募集を行うこと。

この場合、平成27年度又は28年度に出国する生徒のどちらか一方のみを対象と

して募集を行うことも可能であるが、できるだけ28年度に我が国を出国する生

徒についても対象とするよう努めること。 

 

 ③選考基準 

以下の（ⅰ）（ⅱ）の条件以外は、都道府県の裁量とする。ただし、選考基準の

設定に当たっては、公平性・透明性の確保に努めること。 

 

（ⅰ）成績条件：都道府県における選考の時点で学業成績が優秀であること。 

 ・ 全体の評定平均値が4.0（8.0）以上、かつ、外国語１科目及び得意分野１

科目（任意）の計２科目の評定平均値が4.5（9.0）以上であること、若しく

は、外部試験の結果等によりそれと同等程度以上の学力を有すると認められ

るものであること。（括弧内は10段階評価） 

 

（ⅱ）我が国の代表として留学に対する明確な目的意識を有するとともに、帰国

後は当該経験を生かし国際社会で活躍しようとする高い志を有すると認め

られること 

選考に当たり、小論文や面接等の試験を課すことや、都道府県に配分され

た留学支援金の給付対象人数枠の範囲内で、グローバル人材育成に資する高

校生（例えば、英語スピーチコンテストの優秀者等）に対して、優先的に留

学支援金を給付することも可。 
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＜本事業による留学支援金の対象となる留学費用の範囲等＞ 

  

①留学支援金の対象となる留学費用の範囲 

  留学費用の範囲は、以下に列記するものとする。 

（ⅰ）国際航空運賃（１往復分） 

（ⅱ）自宅から出国する国際空港までの国内交通運賃（１往復分） 

（ⅲ）受入れ国の国際空港から留学先までの国内交通運賃（１往復分） 

（ⅳ）空港税、燃油サーチャージ、出国手続諸費用 

（ⅴ）査証（ビザ）・旅券（パスポート）取得手続諸費用 

（ⅵ）外国の正規の後期中等教育機関に納付する授業料、施設利用費等 

（ⅶ）海外傷害保険料 

（ⅷ）寮費、ホームステイの場合ホストファミリーに支払う費用 

（ⅸ）地方公共団体、学校または民間団体が主催する海外派遣プログラムにつ

いては、（ⅰ）～（ⅷ）の一部又は全部を含むプログラム参加費 

 

※１ 海外派遣プログラムの参加者となるための選考費用（受験料、受験会場

までの交通費等）など、留学が決定する前に生じる費用は対象外とする。 

※２ 留学先での小遣い、通学交通費、部活遠征費、通信諸費用、食費、衣服

代、事前語学研修費用等学業以外の私的活動に係る費用については対象外

とする。 

 

②留学支援金の給付に必要な書類 

  都道府県が自ら設定する選考基準に応じて、必要な申請書類や様式等も設

定すること。 

  留学支援金の給付に当たっては、留学費用の支出を証する書類の提出を必

ず求めること。また、地方公共団体、学校又は民間団体が主催する海外派遣

プログラムに参加して留学する場合、プログラム参加費に含まれる費用の項

目について内訳を証する書類の提出も併せて求めること。 

 

③留学支援金の対象となる生徒の留学費用の支払時期    

本事業は、都道府県が補助事業期間内に行った留学支援金の給付に対して

補助する。この場合、生徒が平成26年度及び27年度に支払った留学費用を対

象とする。 

 

④その他 

（ⅰ）本事業の補助対象となるのは、都道府県が１人30万円の留学支援金を支

給する場合であり、「①留学支援金の対象となる留学費用の範囲」に記し

た留学費用の総額が30万円を下回る場合を除き、その額を減額した場合は

補助対象外となる。 

（ⅱ）本事業における留学支援金の給付を受ける者が、他の民間団体等が行う

奨学金等の給付を受けても差し支えない。ただし、それら給付された奨学

金等及び留学支援金の総額が、「①留学支援金の対象となる留学費用の範

囲」に記した留学費用の総額を超える場合は、その超える額について、留
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学支援金の給付額を減額すること。 

（ⅲ）都道府県が一般歳入等からの予算措置により、留学支援金の額や給付対

象人数を上積みすることは差し支えない。 

（ⅳ）過去に高校生の留学促進事業（長期派遣）で留学支援金を支給された生

徒は、再度、当該長期派遣事業の対象となることはできない。 

（ⅴ）同年度内に同じ生徒が高校生の留学促進事業（長期派遣）と高校生の留

学促進事業（短期派遣）双方に申請することはできない。 

 

（２）高校生の留学促進事業（短期派遣） 

①対象 

   学校や地方公共団体、高校生の留学・交流を扱う民間団体等が主催する短期

の海外派遣プログラム（以下「プログラム」という。）に学校教育活動の一環

として参加する生徒を対象に、都道府県を通じて支援する。 

     なお、派遣しようとする学校や地方公共団体、高校生の留学・交流を扱う民

間団体等において派遣前の語学学習や目標設定、オリエンテーション及び帰国

後のフォローアップを十分に行うことを条件とし、学校単位での応募を原則と

する。 

 

②支援対象となるプログラム 

（ⅰ）出発時期 

        平成27年度に出発するプログラムを対象とする。 

（ⅱ）申請要件、生徒の範囲 

     申請に当たっては、以下の全ての要件を満たしていること。 

       ア 国公私立の高等学校、中等教育学校（３～６年次（※）、特別支援学

校高等部、高等専門学校（１～３年次）、専修学校高等課程（以下「高

等学校等」という。）に在籍していること。 

       イ 派遣期間中、域内に所在地を有する高等学校等において、当該学校に

在籍していること。 

    ウ 学校や地方公共団体、高校生の留学・交流を扱う民間団体等が主催す

るプログラムに、学校教育活動の一環として参加するもの。 

       エ 派遣前の語学学習や課題設定、オリエンテーション及び帰国後のフォ

ローアップが、教育委員会あるいは学校において十分に行われるもの。 

オ プログラム実施期間が、原則２週間以上１年未満の計画であるもの。 

       カ 短期派遣に係る留学支援金（以下「支援金」という。）の支給を受け

た生徒について、学校としてフォローアップのための追跡調査に協力で

きる体制にあるもの。 

        ※ 中等教育学校の第３学年に在籍している生徒を対象とする場合は、

以下の条件を満たしていること 

          ・ 派遣期間中に当該学校の後期課程に在籍見込みであること 

      ・ 当該学校長によって４年次の派遣が許可されていること（見込み

も含む） 
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（ⅲ）申請上の制限 

    ・ １プログラムにおける支援金の支給割当人数は、概ね20人以内とする。 

     ※ 採択後、派遣人数の大幅減など、当初計画から大きく変更が出る場

合は、次年度の採択人数を減ずることがある。 

（ⅳ）評価の観点 

      ア 内容 

         ・ 達成すべき目標が明確かつ適正に設定されている。 

     ・ 派遣前の学習が適切に行われている。 

         ・ 生徒の語学力・コミュニケーション能力を向上させる内容のプログ

ラムとなっている。 

     ・ 現地高校生等との交流が効果的に組み込まれている。 

      イ 実施体制 

         ・ 安全な実施に向けての生徒・保護者向け説明会や業者等との打合せ

が適切に行われている。 

     ・ 派遣生に対する現地での支援体制が整備されている。 

     ・ 派遣生に対する危機管理体制が確立されている。 

     ・ プログラムの実施に携わる教職員が知見（語学力や過去に留学経験

等）を有している。 

    ウ フォローアップ・成果検証の実施 

     ・ 派遣生の派遣前と派遣後の意識の変化や能力の向上等の派遣効果を

適切に把握する計画となっている。 

     ・ 派遣生と一般の生徒との比較調査等、プログラムの成果検証のため

の手立てが具体的に計画されている。 

     ・ 実施報告会やシンポジウム等により、プログラムの成果を学内はじ

め域内学校等に対して波及させる計画となっている。 

     ・ 文部科学省が実施する各種調査への協力体制が構築されている。 

 

③支援人数・内容等 

（ⅰ）支援人数 

     1,300人 

（ⅱ）支援内容 

         １人当たり10万円の支援金を都道府県を通じて支給する。ただし、他の

民間団体等からプログラム参加のための奨学金等の支給を受ける場合は、

支援金を減額又は支給しないことがある。申請する学校は、都道府県に対

してその旨、申告すること。 

（ⅲ）支給方法 

         支援金の支給は、都道府県を通じて行う。 

（ⅳ）支給対象者の選考 

      採択を受けた学校は、各プログラムに割り当てられた支援金支給人数に

ついて、下記（ⅴ）に掲げる資格及び要件を確認の上、選考を行い、プロ

グラム開始の１か月前までに支援金対象者を都道府県に対して報告するこ

と。 
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（ⅴ）支給対象者の資格及び要件 

     本制度の支給対象となる者は、在籍学校の正規の課程に卒業を目的とし

て在籍し、学校が実施するプログラムに参加する者で、次に掲げる要件を

満たす者とする。 

    ○ 学業成績が優秀で人物等に優れており、選考時の学習成績や人物評価

が次に定める基準に合致する者 

         ａ）成績要件：全体の評定平均値が3.5（7.0）以上、かつ、外国語科目

の評定値が4.0（8.0）以上であること、若しくは、外部試験の結果等

によりそれと同等程度以上の学力を有すると認められる者（括弧内は 

10段階評価）。 

       ｂ）我が国の代表として派遣されることに明確な目的意識を持ち、派遣

終了後は、当該経験を生かし、より長期の留学や国際社会で活躍しよ

うとする高い志を有すると認められる者（小論文や面接等により確認

すること）。 

（ⅵ）支援金の対象となる費用の範囲等 

    ア 支援金の対象となる費用の範囲 

      対象となる費用の範囲は、以下に列記するものとする。 

     （ａ）国際航空運賃（１往復分） 

     （ｂ）自宅から出国する国際空港までの国内交通運賃（１往復分） 

     （ｃ）受入国の国際空港から派遣先までの国内交通運賃（１往復分） 

     （ｄ）空港税、燃油サーチャージ、出国手続諸費用 

     （ｅ）査証（ビザ）・旅券（パスポート）取得手続諸費用 

     （ｆ）外国の正規の後期中等教育機関等に納付する研修費、施設利用費

等 

     （ｇ）海外傷害保険料 

     （ｈ）寮費、ホームステイの場合ホストファミリーに支払う費用 

     （ｉ）学校、地方公共団体又は民間団体が主催するプログラムについて

は、（ａ）～（ｈ）の一部又は全部を含むプログラム参加費 

      ※１ プログラム参加者となるための選考費用（受験料、受験会場ま

での交通費等）など、派遣が決定する前に生じる費用は対象外と

する。 

      ※２ 派遣先での小遣い、通学交通費、部活遠征費、通信諸費用、食

費、衣服代、事前語学研修費用等に係る費用については対象外と

する。 

    イ 支援金の給付に必要な書類 

      支援金の給付に当たっては、派遣費用の支出を証する書類の提出を必

ず求めること。また、学校、地方公共団体又は民間団体が主催するプロ

グラムに参加して派遣される場合、プログラム参加費に含まれる費用の

項目について内訳を証する書類の提出も併せて求めること。 

    ウ 支援金の対象となる生徒の派遣費用の支払時期 

      本事業は、都道府県が補助事業期間内に行った支援金の給付に対して

補助する。この場合、生徒が平成26年度及び27年度に支払った派遣費用

を対象とする。 
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    エ その他 

     （ａ）本事業の補助対象となるのは、都道府県が１人10万円の支援金を

支給する場合であり、「ア 支援金の対象となる派遣費用の範囲」

に記した派遣費用の総額が10万円を下回る場合を除き、その額を減

額した場合は補助対象外となる。 

     （ｂ）本事業における支援金の給付を受ける者が、他の民間団体等が行

う奨学金等の給付を受けても差し支えない。ただし、それら給付さ

れた奨学金等及び支援金の総額が、「ア 支援金の対象となる派遣

費用の範囲」に記した派遣費用の総額を超える場合は、その超える

額について、支援金の給付額を減額すること。 

     （ｃ）都道府県が一般歳入等からの予算措置により、支援金の額や給付

対象人数を上積みすることは差し支えない。 

      （ｄ）高校生の留学促進事業（短期派遣）で支援金を支給された生徒は、

再度、当該短期派遣事業の対象となることはできない。 

（ｅ）同年度内に同じ生徒が高校生の留学促進事業（短期派遣）と高校

生の留学促進事業（長期派遣）双方に申請することはできない。 

 

（３）グローバル人材育成の基盤形成事業 

   初等中等教育段階から多様な価値観に触れる機会を確保し、子供たちに国際

的な視野を持たせ、自らが主体的に行動できるようなグローバル人材の基盤を

形成する取組の推進を図るため、以下の取組を行う都道府県を支援する。 

 

① 「グローバル語り部」の派遣 

かつての帰国生や留学経験者、海外勤務経験者、国際機関等の勤務経験者

を留学フェア等や小・中・高等学校等へ派遣し、体験講話の機会を設けるこ

とで、子供たちの国際的視野の涵養を図る。また、都道府県内にコーディネ

ーターを配置し、「グローバル語り部」の派遣に関する関係機関との調整や、

留学に関する各種相談に応じる。 

 

② 留学フェア等の開催 

中学生・高校生等を対象に、高校生留学等を推進するためのフェア等を各

都道府県内で開催し、安心・安全な留学への関心を喚起し、留学への機運を

醸成するとともに、留学後の進路を見据えた大学フォーラム、キャリアフォ

ーラムを開催する。 

【留学フェア等のプログラム例】 

（ⅰ）帰国生や留学経験者による体験講話 

（ⅱ）国際機関や民間企業における海外駐在経験者等による講演 

（ⅲ）地域の大学・高等学校等で受入れを行っている外国人留学生による母

国のアピール 

（ⅳ）高校生の留学・交流を扱う民間団体や企業、各国大使館による生徒及

び保護者向けの留学相談 
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（ⅴ）教育委員会による学校向けの留学相談（単位認定方法や留学中の身分

の取扱いなど） 

   （ⅵ）国際化に力を入れる大学による進学相談 

   なお、①②の取組における対象者・団体等の略歴等も事業計画書に添付する

こと。（事業計画書提出時に詳細が決定していない場合は、どのような者を予

定しているか、添付書類に具体的に示すこと。） 

 

（４）各事業を実施する際の留意事項 

上記（１）～（３）の取組を実施する際は、各事業を効果的に活用し、地域

全体の子供たちの異文化理解や海外への関心を高めるよう努めること。 

 

【各事業の活用例】 

（ⅰ）高校生の留学促進事業を実施する際に、生徒・保護者への包括的な情報

提供の場として留学フェア等を開催 

（ⅱ）都道府県の事業等により留学した生徒や、異文化理解ステップアップ事

業で招致された外国人高校生を「グローバル語り部」として学校や留学フ

ェア等に派遣 

※ グローバル人材育成の基盤形成事業のうち、異文化理解ステップアップ

事業は、実施団体、受入期間、受入先等が決定後、情報提供する予定。 

 

４．事業規模（予算）及び採択件数（予定） 

 （１）高校生の留学促進事業 

   ①長期派遣 

    事業規模（予算）： 91,972千円 

留学支援金  300千円（１人当たり） 

              その他経費 約７千円（１人当たり） 

    採択予定件数  ：47件（300人分） 

 

② 短期派遣 

    事業規模（予算）：130,000千円 

留学支援金  100千円（１人当たり） 

    採択予定件数  ：47件（1,300人分） 

    

  

（２）グローバル人材育成の基盤形成事業（うち、「グローバル語り部」の派遣、

留学フェア等の開催） 

    事業規模（予算）： 37,582千円 

① 「グローバル語り部」の派遣  

            20,855千円 

② 留学フェア等の開催  

16,727千円 

    採択予定件数  ：47件  
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※ 上記（１）及び（２）について、各都道府県からの申請人数及び金額の合計

が事業規模を超えた場合は、６．選定方法等を踏まえ、予算の範囲内で加減調

整し配分する。（各都道府県が実施を予定している取組の計画上の予算規模を

基に、申請して差し支えない。） 

 

５．申請書類の提出 

 （１）補助金の交付を受けようとする都道府県及び団体は、下記８．②に示す期

日までに、以下の資料を電子メールで提出すること。 

○事業計画書（別紙１） 

○予算内訳書（別紙２） 

○都道府県独自の高校生留学等支援事業一覧（様式１－３） 

○その他必要と思われる資料（様式任意） 

 

 （２）高校生の留学促進事業（短期派遣）については、上記（１）のほか、次の

内容に留意すること。 

    本制度に基づき、生徒の派遣を計画し、支援金の支給を希望する学校の長

は、所在する都道府県が別に定める書類のほか、次に掲げる申請書類を都道

府県に提出すること。 

   ○平成27年度 高校生の留学促進事業（短期派遣）プログラム計画書 

（別紙様式１） 

    都道府県は、次に掲げる申請書類等を文部科学省に提出すること。 

    また、各学校から提出された書類について、３（２）②（ⅳ）「評価の観

点」に沿って確認を行い、優先順位等必要事項を付して、上記プログラム計

画書（別紙様式１）と併せて、以下の書類を作成の上、文部科学省に提出す

ること。 

   ○平成27年度 高校生の留学促進事業（短期派遣）申請学校一覧 

（様式１－１） 

   ○平成27年度 高校生の留学促進事業（短期派遣）申請学校個票 

（様式１－２） 

 

６．選定方法等 

 （１）提出された申請書類の内容について、書類審査を行う。また、交付の内定

額については、予算の範囲内で、以下の観点から調整し、選定終了後、速や

かに全ての申請者に審査結果（交付の内定）を通知する。 

○申請状況、取組内容・事業経費内容 

○各事業の効果的な活用状況 

○都道府県における高校生の留学促進及び子供たちの国際的視野の涵養に

関する独自の取組の状況及び本事業との連携 

 

 （２）高校生の留学促進事業（短期派遣）については、上記（１）に加え、都道

府県が付した優先順位のほか、新規に派遣を行う学校や前年度と比較して派

遣人数を増加して実施する学校について考慮の上、審査を行い、プログラム
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の採否及び支援金支給人数（予算の範囲内で調整する）を決定する。 

  なお、プログラムの採択を受けた学校の所属長は、以下の①及び②の報告

書を派遣後１か月以内に都道府県教育委員会に提出すること。 

①プログラム実施報告書：プログラムの実施結果に係る報告（別紙様式２） 

②支給対象者修了報告書：派遣生の状況報告（別紙様式３） 

              （ⅰ学習成果、ⅱ派遣先国の理解・印象について、

ⅲ進路について、ⅳこれから留学しようとする者

へのアドバイス、ⅴその他要望等） 

上記②支給対象者修了報告書中、優良事例は、文部科学省のホームページ

等で公表するほか、派遣後の生徒へのフォローアップ・進路状況等を調査す

る予定である。 

     なお、上記書類が未提出の場合、支援金の返還や次年度の採択を見送るこ

とがあるので留意すること。 

 

７．補助金交付申請書の提出 

  交付の内定を受けた都道府県及び団体は、下記８．⑤に示す期日までに、交付

の内定内容を踏まえた事業計画書、予算内訳書等及び補助金交付申請書を郵送で

提出すること。 

 

８．スケジュール及び提出先 

申請書類は文部科学省から送付された様式（任意様式は除く）に従って作成す

ること。 

各都道府県が別に定める提出期限を過ぎた場合は、いかなる理由であっても申

請書類は受理しない。また、提出された書類は一切返却しない。 

① 公募開始        ：平成27年１月９日（金） 

② 公募(事業計画書等)締切 ：平成27年２月20日（金）10:00【電子メール】 

③ 書類審査        ：平成27年２月下旬～３月上旬頃 

④ 補助金交付の内定    ：平成27年３月中旬頃 

⑤ 補助金交付申請書等締切 ：平成27年４月下旬頃 

⑥ 補助金交付決定   ：平成27年５月下旬頃（平成27年度予算が成立した場合） 

⑦  補助事業期間      ：平成27年５月下旬頃～平成28年３月31日 

 

  【電子メールによる提出】 

   kouryu@mext.go.jp 

   件名：都道府県番号【都道府県名】平成27年度高校生の留学促進事業等・事

業計画書の提出 

 

  【郵送による提出】 

   〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 

         文部科学省初等中等教育局国際教育課 

         （封筒等の表に朱書きで、「平成27年度高校生の留学促進事業

等・交付申請書 在中」と記載） 
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９．その他留意事項 

都道府県は、各学校に対して、事前の派遣先国に関する情報収集及び学校とし

て、万が一のトラブルや事故の際にも迅速な対応ができるよう、緊急連絡体制を

整備するよう指導すること。 

海外派遣に関する安全情報の入手手段として、外務省の「領事サービスセンタ

ー（海外安全担当）」の情報提供サービス等を活用すること。 

なお、派遣先国の状況から安全な派遣が困難と認められる場合は、支援金の支

給を見合わせることがある。 

  ○外務省領事局 領事サービスセンター（海外安全担当） 

    〒100－8959 東京都千代田区霞が関２－２－１（外務省庁舎内） 

    電話：03－3580－3311（内線2902、2903） 

    ホームページ：http：//www.anzen.mofa.go.jp/about_center/index.html 

 

10．その他 

  事業の実施に当たっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭

和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭

和30年政令第255号）、国際文化交流促進費（高校生国際交流促進費）補助金交付

要綱（平成19年４月２日文部科学大臣決定）、国際文化交流促進費（高校生国際

交流促進費）補助金取扱要領（平成21年４月１日初等中等教育局長決定）、補助

金交付決定通知、補助金交付申請書及び事業計画書等を遵守すること。 

  事務処理の都合上、申請内容（交付決定されたものを含む）について、文書等

により照会をかけることがあるので、その際は適切且つ迅速に対応すること。 

 

以上 


